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厚生年金基金の解散決議ならびに特別損失発生に関するお知らせ 

 

 当社および一部の連結子会社が加入する「東京金属事業厚生年金基金」（以下、「同基金」とする。）は、平成

29年 1月 27日開催の代議員会での議決承認を経て、同基金の解散認可を申請することとなりましたので、下

記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 解散決議の理由について 

 同基金は、平成 27年 9月 18日開催の代議員会において解散の方針を決議し、事業主、加入者等への意

向確認を踏まえ、計画の見直しを含む検討、討議を重ねてきました結果、平成 29年 1月 27日開催の代議

員会において、解散日を平成 29年 3月 22日とする、通常解散の申請を行うことを決議いたしました。 

 なお、同基金の解散には厚生労働省の認可が必要となります。 

 

2. 同基金の解散が当社に与える影響 

 当社は、「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25号 平成 27年 3月 26日）

第 46 項を適用し、代行部分に係る退職給付債務の消滅およびこれに伴う損益を、代行部分の過去分返上

認可日（解散日）に認識いたします。 

現時点の同基金の解散スケジュールを前提とした場合、平成 29年 3 月期第 4 四半期の連結財務諸表に

おいて、175 百万円の特別損失を計上する予定です。なお、特別損失の計上に伴い法人税等調整額△119

百万円が見込まれるため、親会社株主に帰属する当期純利益への影響額は56百万円と想定しております。 

 

3. 今期の業績予想について 

平成 29年 3月期通期の連結業績予想につきましては、税金費用が前回予想を 60百万円程度下回る見込

みであることから、平成 28 年 10 月 27日に公表しました連結業績予想から変更いたしません。他の要因

も含め修正が必要と判断される場合は、速やかにお知らせいたします。 

以 上 


